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要　旨

　本研究では、国土交通省による航空旅客動態調査を利用して、日本発着ODに関する

国際航空市場を対象に、個々の空港や路線の特徴を考慮しうる枠組みの下で、当該市場

特性を応用計量経済学的手法により検討した。推定の結果、係数の一部で符号条件に課

題のあるものの、輸送密度の経済性については統計的に有意な結果が得られた。この結

果は、ICAOのOFODを利用して日本発着ODに関する国際航空市場特性を検討した大

橋（2014）とは異なるものである。統計的な検定結果等については本稿の方が良好である

が、大橋（2014）と同様に利用データや空港選択行動の考慮等の課題も指摘される。

1 ．はじめに

国際航空輸送では、オープンスカイ協定と呼ばれる市場への参入等の自由化が急速に進んでい

る。首都圏空港将来像検討調査委員会（2010）によると、全世界でのオープンスカイ協定締結数は

2008年に約500地域間に達しており、市場規模では旅客数の半分以上である。同委員会では、オー

プンスカイ推進によるLCC（Low Cost Career）の新規参入等が容易となり、運航頻度の増加や運

賃の低下などによる旅客数増加への対応などが課題とされている。

このような動向に関して実証的な先行研究としては、運賃関数を通じたコードシェア拡大や独占

禁止法適用除外が市場に与える影響に関して研究蓄積がなされている（たとえば、Brueckner et al.

（2011）、Brueckner（2003）、Wharen（2007）、Bilotkach（2007）、内田他（2013））。伝統的議論で

は、コードシェア拡大や独占禁止法適用除外は市場支配力を上昇させるため運賃は上昇する可能性

がある。しかし、上記の先行研究の結果は、コードシェア拡大や独占禁止法適用除外による市場支

配力の上昇による影響より輸送密度の経済性による費用低下効果の方が卓越的である可能性を示唆

している。運賃関数の推定を通じた政策分析以外にもLCC参入によるFSC（Full Service Career）

あるいは市場全体への影響に関するものとして、Oliveira and Huse（2009）やMurakami（2011）、

Pels et al.（2009）などの研究がある。ただし、以上で挙げた先行研究では、理論研究で言及される
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ことの多い輸送密度の経済性 1 などの市場特性に関する明示的な言及はされていない。

以上のように市場環境が変化する中で、日本の空港政策として、羽田や成田等の主要空港の整備

や首都圏や近畿圏での空港機能分担などに関する議論が活発に行われている。空港の機能分担やハ

ブ空港に関する議論を行うためには、個々の空港や路線の特徴を考慮しうる枠組みの下で市場特性

を十分に検討した上での分析・評価が不可欠であると考えられる。しかし、日本を中心とする国際

航空市場に関する市場特性の検討などの実証分析の蓄積は十分であるとは言えないと考える。そこ

で、大橋（2014）では個々の空港や路線の特徴を考慮した分析を行うためにICAOのOFODを元に

したデータを元に日本発着の国際航空市場を対象に市場特性を検討した。しかしながら、予想以上

にデータ欠損が多いなどの問題もあり、市場特性に関しての十分な検討及び結果は得られていない。

そこで、本研究では、ICAOのOFODに比して地域等が集約されるなど課題はあるもののデータ

欠損は殆どない国土交通省による国際航空旅客動態調査を利用して、個々の空港や路線の特徴を考

慮しうる枠組みの下で、国際航空旅客市場の特性を応用計量経済学的手法により検討する。

以下、本稿では、大橋（2011a）などを元に国内航空市場に関する枠組みを国際航空市場に拡張

したモデルを使って、日本の国際航空旅客市場の特性を実証的に検討する。具体的には、2.で大橋

（2011a）を元にした実証モデルについて説明し、3.でモデルの特定化並びにデータ作成について説

明する。4.で推定結果を元にして、日本発着ODの国際航空旅客市場特性について考察し、5.で研

究結果を総括し今後の課題について説明する。

2 ．モデル

航空旅客市場をBrueckner and Spiller（1994）や大橋（2011a）に倣って次のように仮定する。

まずODペア毎に航空旅客市場が存在するものとする。各市場に参入する航空会社は同質的な財を

生産しているものとし 2 、各市場は独立であると仮定する。このとき、逆需要関数を次のように定

義する 3。
	 � （1）

1 	Brueckner and Spiller（1994）では、輸送密度の経済性とは、路線需要の増加に対して追加的費用が低下す
る特性として定義される。米国国内航空市場では、規制緩和後にハブ・スポーク・ネットワーク形成が促進され、
寡占化が進行したことが知られている。彼らは、輸送密度の経済性が当該ネットワーク形成の促進と寡占化の
進行をもたらしたと指摘している。日本でも規制緩和後に新規参入の一方で路線再編やJAL・JAS統合など、
米国との共通点もみられる。
2	 現実には、FSCやLCCなど同じ市場で同質的ではないサービスが供給される。国際航空旅客市場に関して、
航空会社毎のサービスレベルに関するデータは入手不可であり、本稿では路線毎に平均化して議論する。
3	 Brueckner and Spiller（1994）では、需要関数の傾きとして市場毎に異なるbm が設定されているが、本研究で
は大橋（2011a）と同様に式（1）のように特定化した。 
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ここで、qm は市場mでの航空需要量とする 4 。逆需要関数の切片am は以下のように特定化する 5。

	 �
（2）

ここで、POPPOPm は市場mの両端の人口の積、FREQj は路線 jの運航頻度 6、ACC_FAREmは日本側

出発地での空港までのアクセスの運賃、ACC_TIMEm は日本側出発地での空港までのアクセス時間

とする。L (m)は与えられたmの旅客が利用する路線からなる集合とする。APREGDumは日本側主

要空港ダミー変数及び外国側地域ダミー変数からなるベクトルであり、a-0123 = t (a4, a5, ...)とする。

逆需要関数（式（1））の傾きbの符号は負を想定している。次に、逆需要関数の切片（式（2））の符

号について、a1はプラスを想定している。その理由は、市場両端地域の人口積の上昇は、市場の潜

在的規模を表すと考え、当該変数の増加は潜在的需要量を大きくすると考えるからである。a2の符

号については、路線運航頻度は市場の潜在的規模やスケジュールコストに影響を与えるものと考え

られるためプラスを想定している。a3の符号については、旅客にとって費用に相当すると考えられ

るためマイナスを想定している。

航空会社の費用についても、Brueckner and Spiller（1994）を元に次のように考える。すなわち、

航空会社の費用については、簡単のため運航に係る費用は路線ごとに独立であると仮定する。この

とき、ネットワーク全体での運航費用は路線での費用の和として定義される。ただし、航空旅客市

場は路線ごとではなくODペア毎に存在するから、市場m毎に次のように特定化する。

� （3）

ここで、αim は航空会社 i、市場mでの限界費用のうち、輸送密度の経済性以外に関する要因（路線

距離や空港特性など）とする。

次に、限界収入MRは、式（1）から次のように書くことができる。

� （4）

先行研究と同様に均衡ではクールノーの寡占競争を仮定すると、限界収入と限界費用が等しいと

4	 国内航空旅客市場では代替交通機関の影響が無視できないので、Yamaguchi（2007）、大橋（2011a）、（2011b）、
大橋（2012）では、航空シェアを導入することで代替交通機関の影響を考慮されている。他方、今回は国際航空
旅客市場と対象としており、近距離では船舶との競合があるが、他の代替交通機関の影響は無視できると考える。
5	 APREGDumとして推定結果に利用しているのは、国際航空旅客動態調査で分類されている20方面（北米西海
岸、北米東海岸、ハワイ、グアム・サイパン、香港・マカオ、台湾、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、
タイ、ベトナム、インドネシア、フィリピン、西南アジア、中近東、オセアニア、ヨーロッパ、アフリカ、中
南米）及び調査でトランジットが考慮される日本の空港（NRT、KIX、NGO）である。
6	 式（2）に含まれる路線運航頻度FREQj は、厳密にはqm の関数である。今回はモデル展開およびデータ処理を
簡単化するため、Brueckner and Spiller（1994）と同様にqm とは独立な変数、すなわち、外生変数として扱う。
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いう以下の式が得られる。

� （5）

なお、今回は需要に関して航空会社毎のデータは入手できないので、航空会社については市場毎に

平均化して問題を考える。すなわち、両辺に参入企業数nm を乗じて整理すると、

� （6）

限界費用の切片 について、式（7）のように特定化する。

� （7）

ここで、α-01 = t (α2, α3, ...)とする。ラインホール時間の係数α1の符号としては、ラインホール時間

の増加は燃料費の増加を意味すると考えられるのでプラスを想定している。 

輸送密度の経済性を表現する は、路線需要量を使って次のように特定化する7。 

� （13）

式（13）は、輸送密度の経済性が卓越している場合 (β1+2β2Qj < 0) にはQj に関して減少関数となる。

他方、混雑効果が卓越している場合 (β1+2β2Qj > 0)、すなわち、輸送密度の不経済性が働いている

場合）にはQj に関して増加関数となることを想定している。

3 ．利用データ

分析での利用データ一覧を表 1 に示す。OD交通量（qm）は、国土交通省の国際航空旅客動態調査

の年間拡大データの往復の平均を利用する8。具体的には、OD交通量は出国日本人と外国人から構

7	 付録に記載している出国日本人のみを利用した推定では、路線需要の代わりに運航頻度を使って、

と特定化して分析を行っている。理論的には、Brueckner and Spiller（1994）や大橋（2011a）などでも行われ
ているように、輸送密度の経済性を表現する場合、路線需要を使って表現するのが正しいが、出国日本人のみ
を利用する場合には、路線需要に相当するデータは入手できない。したがって、結果的に路線の運航頻度を代
理変数として利用することにした。 
8	 日本を起終点とする入手可能な国際航空旅客輸送に関する純流動データとして、国際連合の下部組織である
ICAO（International Civil Aviation Organization）が作成するOFOD（On Flight Origin and Destination） と国
土交通省が作成する国際航空旅客動態調査の 2 種類が存在する。ICAOの旅客データとしてはOFODの他に
TFS（Traffuc by Flight Stage）が入手可能である。OFODは発券ベースのトリップデータであり、TFSは路線
の利用者データである。OFODはどちらかと言えば純流動データに相当し、TFSは総流動データに相当する。デー
タ作成方針としてはICAOのデータはすぐれているものの、大橋（2014）で議論したようにデータの欠損が非常
に多く、分析に利用するには問題が多い。
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成される。出国日本人については居住地別出国先別旅客数を元に居住地別出国空港構成と最寄りの

空港の就航路線等を元にしてデータを作成している9。外国人については出国空港別日本国内最終訪

問地別旅客数を元に出国空港別出国直後地構成を利用してデータを作成している10。

路線需要量については、OD交通量で利用したデータに加えて、成田と中部、関空で得られるト

ランジットを加えたものを利用している。

都道府県及び海外方面地域の人口の積（POPPOPm）については、国内出発都道府県の人口（国勢

調査）に外国側起終点の地域の人口であり、World BankのWorld Development Indicators（以下、

WDIデータ）を基本として次のような計算を行っている。すなわち、北米東海岸/西海岸の米国分

及びハワイ州の人口については、内閣官房11の資料を使ってWDIデータを元に案分している。北米

東海岸/西海岸のカナダ分の人口については、Statistics Canadaの資料12を利用して案分している。

台湾の人口については中華民国（台湾）外交部の資料13を利用した。ただし、オセアニアに含まれ

るフランス領ポリネシア（タヒチ）についてはデータ未入手である。

運賃や運航頻度、所要時間、HHIのデータは、OAGあるいはJTB時刻表及びOFCタリフシリー

ズから作成している。HHIは供給便数に関するハーフィンダール・ハーシュマン指数であり、1/HHI

を平均化した市場での参入企業数（nm）として利用している。運賃（pm）にはPEXを利用している14。

ラインホール時間（LTIME）は一般に往路（時刻表左欄）と復路（時刻表右欄）では異なるが、簡単

のため、往路で最も運航頻度の多い航空会社の値を利用している。なお、国土交通省データを利用

する場合の集計する場合、HHIや運賃、LTIMEのデータとしては、簡単のため便数で重み付けした

平均を採用している。

9	 出国日本人について、居住地別出国構成を見ると、居住地ですべての利用者が同じ空港を利用しているわけ
ではない。この問題を解決するためには、別途出国空港に関する選択行動をモデル化する必要があるが、今後
の課題としたい。本稿では、最寄りの国際空港での就航路線から各方面への路線が就航していれば、最寄り空
港からの出国と見なし、最寄りの空港に路線が就航していない場合には居住地別出国空港構成で最も利用者の
多い空港から出国したものとしてデータを作成している。
10	外国人について、出国空港別日本国内最終訪問地別旅客数を利用しているが、当該データには「その他」と
いう最終訪問地に関する分類不能なものが存在する。「その他」は全体の 5 %未満ではあるが小さくはない。さ
らに、外国人のOD交通量データを作成するためには、当該データに出国空港別出国直後地構成を利用して方面
別に振り分ける作業が必要となるが、出国日本人と必ずしも整合的では無いため、集計不可能な箇所が散見さ
れる結果となっている。この問題についても、出国日本人の場合の問題と同様に空港選択行動をモデル化する
必要があるが、今後の課題としたい。
11	www.cas.go.jp/jp/seisaku/doushuu/kuwari/dai6/siryou3.pdf（2014年 9 月参照）
12	www.statcan.go.jp/tables_tableaux/sum_som/l01/cts01/demo02a_eng.htm（2014年 9 月参照）
13	www.roc-taiwan.org/ct.asp?xltem=149546&ctNode=3591&mp=202（2014年 9 月参照）
14	運賃データとしては、PEX以外にも各種割引運賃が利用可能である。しかし、推定してみたところ、割引運
賃を利用した結果についてはPEX運賃に比べて統計的に有意では無い。さらに、本来は特定の割引運賃ではなく、
さまざまな運賃から合成される実勢運賃を採用すべきであろうと考えられるが、実勢運賃は入手不可能である。
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表 1　利用データ一覧

変数 データ出所

OD交通量（人） 国際航空旅客動態調査（出国日本人／外国人）15

路線需要量（人） 国際航空旅客動態調査（出国日本人／外国人／トランジット）

都道府県人口（人） 国勢調査

海外人口（人） World Bank : World Development Indicators

運航頻度（便/週） OAG/JTB時刻表

所要時間（分） OAG/JTB時刻表

運賃（円） OFCタリフシリーズ

地域・空港ダミー 当該地域/空港なら 1 、それ以外 0 の値をとる。

4 ．推定結果

式（1）、（6）を三段階最小二乗法により推定した結果を表 2 に示す。 4 種類の推定結果を掲載し

ているが、これらは符号条件をある程度満たしたもので輸送密度の経済性の有無について段階的に

当該経済性に関する項が変化したものである。

式（1）の推定結果を見ると、需要関数の傾き（OD交通量の係数）bの符号は想定通りマイナスで

あり、統計的には 1 %未満で有意である。人口積の係数の符号はPEX1以外では想定通りではなく、

統計的にも有意ではない。これは、出国日本人のみをOD交通量とする場合の推定結果として付録

に掲載している結果とは異なるものである。一つの理由としては、外国人のOD交通量のデータ作

成の際に、利用データの説明で述べたように分類不能な箇所があり、データの精度を落としている

ことが考えられる。この件については更なる精査が必要となるが、今後の課題としたい。アクセス

時間及びラインホール時間の係数については想定通り符号は負であり、統計的には 5 %未満で有意

である。乗換回数についてはPEX1でのみ考慮している。乗換回数は、実質的な経由地の増加及び

所要時間の増加を意味すると考えられるため、想定ではマイナスを考えていた。しかしながら、推

定結果を見ると係数の符号はプラスであり、統計的には 1 %未満で有意である。この意味として

は、多少強引ではあるが、一般に乗換回数が多いほど日本から遠いことを意味し、日本と異なる魅

力が高くなるため需要を増加させる効果をもたらすと解釈される。NRTダミー変数については、

関東地方以外の成田空港利用者は基本的には羽田あるいは成田での乗り継ぎを必要とする利用者で

あり、直行便に比べて多くの費用を必要とするため需要にはマイナスの効果が期待される。推定の

結果、NRTダミー変数の係数は想定通りマイナスであり、統計的には 1 %未満で有意である。方

面別ダミー変数については、韓国を基準として他の19方面について考慮して推定しているが、すべ

15	出国日本人と外国人とでは、統一した概念でデータ作成されていない。そこで、参考として付録に出国日本
人のみをOD交通量とする場合の推定結果を掲載している。



　7　

表 2　国土交通省データ（出国日本人＋最終訪問地別外国人＋トランジット）を利用した推定結果
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ての方面でプラスであり、かつ統計的には 1 %未満で有意である。

式（6）の推定結果について見ていく。限界費用関数の構成要素の内、輸送密度の経済性に関連し

ない係数（ ）について見よう。所要時間の係数の符号はプラスを想定していたが、想定とは異

なってマイナスとなった。ただし、統計的には 1 %未満で有意である。地域ダミーの係数について

は、韓国を基準として19方面について考慮している。各係数の符号はプラスであり、統計的には

1 %未満で有意である。限界費用関数の構成要素について、路線により変化する要因として
LTIMEm を考慮し、空港要因として空港ダミー変数及び海外方面別の地域ダミー変数を考慮してい

たが、特に路線により変化する要因については想定通りの結果となっておらず今後の再検討が必要

である。

次に輸送密度の経済性に関する要素について見ていこう。PEX1, 2は輸送密度の経済性の二次の

項まで考慮したものであるが、符号は同じではあるものの係数の大きさは異なる。さらに、PEX2

では輸送密度の経済性の係数は統計的に 5 %未満で有意であるが、PEX1では統計的には有意では

無い。ここで、PEX2の推定結果によれば、β1 + 2β2Qj < 0 なら当該路線では輸送密度の経済性が卓

越的であると解釈され、β1+ 2β2Qj > 0 なら輸送密度の不経済が卓越的であると解釈できる。計算の

結果、方面毎に多くの路線集約を行っている地域もあるので解釈は難しいものの（集約した）路線

の路線需要が年間35.2万人より少ない場合には輸送密度の経済、それ以外は輸送密度の不経済が働

いていることになる。PEX3は輸送密度の経済性の一次の項のみ考慮しているが、路線需要の係数

はマイナスで統計的には 1 %未満で有意である。すなわち、路線需要の増加は限界費用を低下させ

るということが言える。ただし、モデルの特定化によって輸送密度の経済性が統計的に有意な場合

もあれば有意では無い場合もあるため、モデル選択についての検討が今後は必要となる。

5 ．おわりに

本稿では、日本発着ODを対象に国際航空旅客市場において、従来から指摘されることの多い輸

送密度の経済性等を明示的に考慮しうる枠組みの下で需要関数と供給関数の同時推定を行い、市場

特性について検討した。推定の結果、日本発着の国際航空市場において輸送密度の経済性は統計的

に有意であることが確認された。

ただし、分析には、幾つかの問題が残されている。

一つは、利用データ及びモデルに関するものである。前述のようにOD交通量のデータ作成の際

に、データ制約の問題に依存するが空港選択行動はモデル化していない。そのため、ある特定の地

域からの旅行者の空港選択についてはall-or-nothingであることを仮定してデータ作成と分析を行っ

ている。しかしながら、実際には、同じ方面であっても複数の空港から出発している可能性が高い

ことは否定できない。さらに、外国人についてはモデルの前提としては出発国とのラウンドトリッ

プを前提としているが、国際航空旅客動態調査によると複数の訪問地を周遊している場合が多いこ
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とは明らかである。したがって、今後の課題としては、実証分析にこだわるのであればトリップに

関する意思決定の各段階をより丁寧にモデル化して議論することが必要となると考えられる。ある

いは、より経済理論を元にしたモデル開発を行うことで、データを代替できるようなモデル拡張を

行い、検証するようなことも考えられる。

この他にも、大橋（2014）で述べたように、運賃データについても議論の余地が残されている。

上述したように運賃については実勢運賃が入手できなかったため、PEX運賃を利用したが、入手

可能なデータとしてはPEX以外にも各種割引運賃が入手可能である。ただし、大橋（2014）での分

析ではある特定の割引運賃を利用したとしてもモデルの当てはまりはPEX運賃を利用した場合の

方が良好であることが示されている。今後の詳細な政策分析につなげるためには実勢運賃の入手が

必要であると言えよう。

さらに、今回の分析では輸送密度の経済性の存在についての検討を一つの目標にしていたが、国

際航空旅客動態調査は都道府県別・20方面別に集計されたデータであり、今回の枠組みで輸送密度

の経済性が議論できたかどうかについては問題がある。

二つ目は関数の特定化及びモデル選択についてである。今回の分析ではBrueckner and Spiller

（1994）や大橋（2011a）などに倣って線形の関数に特定化したが、関数が線形の場合には、どうし

ても運賃や需要量を再現した際にマイナスになる可能性がある。政策効果を定量的に評価するため

には、この点についても改善する必要がある。

以上のような問題はあるものが、これまで殆ど実証的に議論されてこなかった日本発着の国際航

空旅客市場について一定の成果を提示できたと考えられる。
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付録：出国日本人のみを利用した場合の推定結果
国土交通省国際航空旅客動態調査データについて、前述したように、出国日本人と外国人のOD

交通量に関するデータは必ずしも整合的では無い。そこで、出国日本人のみをOD交通量とする場

合についても、式（1）、（6）を三段階最小二乗法により推定した。推定結果を付表に示す。

式（1）の推定結果を見ると、需要関数の傾きの符号は想定通りマイナスであり、 1 %未満で有意

である。人口積（POPPOPm）の係数について、符号は想定通りプラスであり、 1 %未満で有意で

ある。アクセス時間と所要時間の和の係数については、符号は想定通りマイナスであり、 1 %未満
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で有意である。運航頻度の係数については、符号は想定通りプラスであり、 1 %未満で有意であ

る。空港ダミー変数としては多方面へ国際線を展開する成田と関空を導入し、それぞれの係数はマ

イナスで統計的には 1 %未満で有意である。当該ダミー変数については、乗り継ぎに伴うコストや

空港施設使用料などの存在が考えられるためマイナスになったと考えられる。地域ダミーについて

は、中南米以外の全地域について導入し、統計的にはすべての係数について 1 %未満あるいは 5 %

未満で有意である。当該ダミー変数はPOPPOPm 以外の地域特性に違いがあることを示していると

考えられる。

次に、式（6）の推定結果を見ていく。限界費用関数の構成要素の内、輸送密度の経済性以外の係

数について、4.の推定結果と同様に、所要時間の係数の符号は想定と異なるマイナスとなった。た

だし、統計的には 1 %未満で有意である。地域ダミーの係数については、PEX3のアフリカダミー

変数以外では 5 %未満で有意である。限界費用関数の構成要素について、路線により変化する要因

としてLTIMEm を考慮したが、想定通りの結果となっておらず今後の再検討が必要である。

次に輸送密度の経済性について、PEX2, 3の推定結果を見よう。PEX2は輸送密度の経済性の可

能性のみ考慮した結果であり、PEX3は輸送密度の経済性及び不経済性の可能性を考慮した結果で

ある。輸送密度の経済性/不経済性に関する係数は運航頻度の係数β1及び運航頻度の二乗の係数β2

であり、それぞれ統計的には 1 %未満で有意である。PEX2の結果についてみると、β1の符号はマ

イナスであり日本発着の国際航空旅客市場では輸送密度の経済性が統計的に有意に働いていると解

釈することができる。次に、PEX3の推定結果については、β1+ 2β2FREQj  <  0 なら当該路線では輸

送密度の経済性が卓越的であると解釈され、β1+ 2β2FREQj  >  0 なら輸送密度の不経済が卓越的であ

ると解釈できる。計算の結果、方面毎に多くの路線集約を行っている地域もあるので解釈は難しい

ものの（集約した）路線の運航頻度が週151.2便より少ない場合には輸送密度の経済、それ以外は輸

送密度の不経済が働いていることになる。ここで、週151.2便より多いのは、成田－北米東海岸、

成田－中国、成田－韓国、関空－中国の路線であり複数路線を集計した地域間である。
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付表　国土交通省データ（出国日本人）を利用した推定結果

　　　　　　　　　　※推定にはEViews 7を利用している。
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